
　予算要求資料
令和２年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：畜産業費　目：畜産振興費
	事業名　肉用牛放射性物質検査業務費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

農政部　畜産振興課　飛騨牛銘柄推進室　銘柄推進係　電話番号：058-272-1111（内2878）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11437@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　   　５９，５８０千円（前年度予算額：５８，４９７千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	58,497
	0
	0
	0
	0
	0
	19,499
	0
	38,998

	要求額
	59,580
	0
	0
	0
	0
	0
	19,860
	0
	39,720

	決定額
	59,580
	0
	0
	0
	0
	0
	19,860
	0
	39,720


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）

・平23.7.19、新潟県及び山形県で宮城県産稲わらから高濃度の放射性物質が検出されたため、県内全ての牛飼育農家を対象に震災以後の東北・関東地域の稲わら利用状況にかかる調査を開始。

・平23.7.26、県は「県内肉用牛等緊急対策本部員会議」を立ち上げ、県内産肉用牛全頭の放射性物質簡易検査を行うことになった。

・平23.8.29、県内肉用牛の出荷時全頭検査を開始。

・放射能汚染問題は、今なお話題となっており、消費者の不安を払拭するためにも県内産肉用牛全頭検査の継続は必要である。

（２）事業内容

・生産者が出荷した県内産肉用牛のと畜時に、食肉処理場などで採材し、県が検査業務を委託する検査機関で放射性物質濃度を測定する。
・県畜産課ホームページに検査結果を公表する。

（３）県負担・補助率の考え方

　　　県農業協同組合中央会が主体となるＪＡグループの申し出により、検査費用の３分の１相当額を応分負担することで合意している。

（４）類似事業の有無

      無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	59,580
	検査の委託費用

	合計
	59,580
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）国・他県の状況

　　東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所事故により拡散された放射性セシウムが原因である。

平成２３年度当時の「放射性セシウム汚染稲わら」が流通した１７道県（岐阜県を含む）中４県（東北・関東）は、国からの指示により牛のと畜時に放射性物質検査を義務付けられている。

（２）後年度の財政負担

　　国内で検査を行った牛肉と検査を行っていない牛肉が混在する状況下で、検査を行っていないことで県内産牛肉が風評被害を被ることは避けねばならない。令和２年度も、肉牛生産振興上検査の継続は必要である。

事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県内産肉用牛の放射性物質検査を実施し、消費者に安心して牛肉を購入し

ていただくことで、牛肉相場の風評被害での牛肉相場下落を防止し、県内肉

用牛の生産振興に寄与する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値

（前々年度時点）
	目　標
	達成率

	県内産肉用牛の放射性物質検査実施率（％）
	0　
（H22）
	100

（H23）
	100

（H24）
	100
（H30）
	100

（R2）
	100％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

・平成２３年８月２９日から開始した、県内産肉用牛全頭の放射性物質検査を引き続き実施している。

・厚生労働省が定めた放射性物質濃度の新基準値に対応するため、検査体制の見直しを行い、平成２４年４月から新基準値での検査を実施している（平成２４年９月３０日までは、暫定規制値の適用が認められている）。

・検査結果をとりまとめ、県庁ホームページで全ての検査牛について検査結果を公表している。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　県内食肉市場で取引される牛肉相場への、放射性物質による風評被害は確認されていない（牛枝肉相場は安定している）。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)
○
	本検査事業は、公的機関が実施・公表することで消費者などの信頼が確保されていると考えている。県内の生産・流通団体からも県での実施を求められている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	風評被害による牛肉相場の下落は確認されていないため、成果があると認識している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)
○
	現状、県内産肉用牛の出荷調整などは実施せずに、食肉処理が行われているので、効率的に運用されていると認識している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
牛肉をはじめその他食品の検査実施状況や他県の実施状況を考えると、令和２年度も放射性物質検査を継続する必要があるが、いつ検査を終了するかが課題である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

牛肉をはじめその他食品の検査実施状況や他道府県の実施状況を考える
と、令和２年度も放射性物質検査を継続する必要がある。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	【○○課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


